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研究成果の概要（和文）： 
本研究は、地球環境問題の解決・緩和に向け、緑地を基盤とする生命を育む都市を「自然共

生都市」と定義し、その持続的維持と形成に関わる手法の研究を行ったものである。対象地は
日本・アジア・南洋諸島であり、水・物質循環の基礎である流域圏を枠組みとし、環境データ
ベースの整備、生物多様性・二酸化炭素の固定・文化的景観・地震津波防災等、新たな環境評
価手法の構築を行った。これを踏まえて、計画策定過程における市民協働の社会的実装を行い、
政策に連なる都市環境計画方法論を提示した。 
 
研究成果の概要（英文）： 

This research developed the methodology of environmental planning aiming at the 
formation of natural symbiosis cities, which would solve or mitigate the global environment 
problems. Research sites are located at Tokyo Metropolitan Area, Tohoku Area in Japan, 
Again, and Oceanic countries. Based on the analysis of watershed units and ecological 
structure, we created environmental databases, and developed the evaluation model of 
biodiversity, anchor effect of carbon dioxide, cultural landscapes and disaster management 
from earthquake and tsunami. Lastly, combined with citizen participation, new 
methodology of environmental planning has developed. 
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１．研究開始当初の背景 
 地球環境問題の解決、緩和に向けて、低炭
素化社会、循環型社会、自然共生型社会など、
様ざまな取り組みが行われている。本研究は、
これらの取り組みの基盤としての“緑地”を、
地球上におけるすべての生物にとっての社

会的共通資本として捉え、生命を育む持続的
都市を「自然共生都市」と定義し、その形成
に関わる都市計画論の構築を目指したもの
である。都市と自然の共生に関する研究は、
近年始まったものではなく、20 世紀初頭より、
都市計画の枢要に位置する課題として多く
の研究の対象となってきた。しかし、21 世紀
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に入り、「自然共生都市論」は、これまでと
は全く異なった展開となっている。それは、
20 世紀の計画論が「拡大」の時代の要請に対
するものであったのに対し、現在は、地球環
境問題を踏まえて、「環境の持続的維持」及
び「都市の縮退」を課題とする計画論へと、
抜本的な転換が必要となっているためであ
り、また頻発する巨大災害に対する適応策が
求められるためである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、地球環境問題の解決・緩和に向

けた「自然共生都市」の形成に関わる都市環
境計画手法の構築を目標としたものである。 
地球環境問題に対応するためには、計画区

域の広域化が必要であり、しかも空間的階層
性に応じた方法論の構築を行わなければな
らない。これに伴い、普遍性のある環境デー
タベース構築、分析、評価手法の開発と計画
方法論の構築が必要である。なかでも、アジ
アの諸都市、地球温暖化の影響を受ける南洋
諸島など空間データの乏しい地域において
も、分析可能な手法の開発が必要である。そ
こで、本研究では、研究期間内に、以下の３
点について研究を遂行した。 
① 日本全国、アジア、南洋諸島における

都市地域の環境データベースの構築。 
② 計画の空間スケールに対応した階層的

環境評価手法の開発。 
③ 以上を踏まえ、流域圏プランニングの

方法論とランドスケープ・エコロジーの理論
の統合化による自然共生都市の形成に向け
た都市計画方法論の提示。 

 
３．研究の方法 
 本研究の対象地として、国内では首都圏、
地方都市、海外では、アジア、南洋諸島を選
定し、研究を行った。 
 首都圏では、環境データベースの構築を行
い、都市化の中で失われてきた自然環境を、
生物多様性、CO2の固定、文化的景観の観点か
ら再評価する基礎的研究を行った。 
 地方都市では、東日本大震災で甚大な被害
を受けた宮城県仙南地域を対象に、流域内の
自然立地単位の抽出を行い、津波被害との相
関分析に基づき、レジリアンスの高い復興計
画の方法論を提示した。 
 アジア、南洋諸島では、中国四川省都江堰
市、フィリピン・マニラ首都圏、パラオ共和
国バベルダオブ島を事例として、環境データ
ベースの構築、評価手法の開発を行い、普遍
性のある都市環境計画論の構築を試みた。 
 
４．研究成果 
（１）首都圏（日本） 
自然環境が分断された大都市圏として首

都圏をとりあげ、小流域を基礎とする環境デ

ータベースの作成を行い、それを基に、各対
象地において、エコロジカルネットワークの
視点から生態系調査を行い、評価手法の開発
を行った。 
① 東京都心部の流域構造と緑地評価 
東京都心部の地形は、武蔵野台地と大小の

河川により形成された沖積平野が相互に入
り組んだ襞状の構造であり、台地と低地の境
界領域には崖線が存在し、湧水・樹林地が残
存すると共に、社寺等の歴史的・文化的資源
が集積している（図１）。そこで、本研究で
は環境データベースに時間軸を導入するも
のとし、1883 年（明治 16 年）と 2010 年（平
成 22 年）の緑地環境の詳細な環境データベ
ースの作成を行った。これを踏まえて、東京
都心部における代表的小流域である神田川
流域と目黒川流域に着目し詳細な研究を行
った。 

 

図１都心部の流域界と緑地・湧水地の分布 

 図２ 落合崖線と現在の緑地（公園） 

 

神田川流域については、図２に示す落合崖
線に着目し、残存林の植生調査を行い、地形、
水循環、植生の指標を総合化したビオトープ
マップの開発を行い、15 種類のタイプを抽出
した。これは、都市の自然の現状とポテンシ
ャルをわかりやすく提示した基礎的研究で
あり、落合崖線緑地の保存再生と連動させる
ために、地域住民の皆さんとワークショップ
を開催し、計画論の開発、改良を行った。こ
の結果、新たな緑地保全・再生計画の策定に
結びつけることができ、2013 年には湧水を活



 

 

かした新たな公園の開設に繋
とめ山公園の拡張）、社会実装
を得ることができた。また、ビオトープタイ
プごとに、雨水浸透実験を行い
る都市型水害緩和機能モデルの
る基礎的研究を行った。 
 目黒川については、全流域
都市化の進展に伴う緑地構造
的に明らかにした。その結果、
なる水循環の単位ではなく、生態的及
的特質を有するまとまりのある
であることが明らかになり、都市環境計画
目標として、文化的景観の持続的維持
化が重要な課題であることを
 
②都市内河川流域における生物多様性評価

大都市域における生態系の保全
いては、エコロジカルネットワークが
なる。その際、都市内を流れる
は、治水という都市維持のために
のである一方で、平時は生態的
ラクチャーとしての役割が期待
で本研究では、都市内河川の生態的
形成の基礎的研究として、河川敷
に着目し、直翅目の生息実態

調査対象地は、神奈川県東部
して流れる引地川、境川、境川
川である。その結果、川幅 15
規模河川では、法面草地だけでは
ドーとして直翅目類に対してはほとんど
能せず、河川緑地のみならず、
の緑地も含めてその機能を補強
あることが明らかになった。 

図３ 都市内河川生態系コリドー
   （神奈川県柏尾川、境川
 
③都市域の緑地がもつ CO2の固定量

自然共生都市の新たな計画論
緑地の有する CO2 の固定量の評価
指標である。しかしながら、京都議定書

がり（新宿区お
社会実装としての成果

ビオトープタイ
い、緑地の有す

モデルの形成に資す

全流域を対象として、
緑地構造の変化を経年

、流域圏は、単
生態的及び文化

するまとまりのある「文化的景観」
都市環境計画の

持続的維持と顕在
示した。 

生物多様性評価 
保全・改善にお

エコロジカルネットワークが重要と
れる河川や遊水地

のために不可欠のも
生態的インフラスト

期待される。そこ
生態的コリドー

河川敷の法面緑地
を行った。 

神奈川県東部を南北に平行
境川の支流の柏尾
15～20m 程度の中

だけでは生態的コリ
してはほとんど機

、隣接する周囲
補強する必要が
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コリドー調査地 
境川、引地川流域） 

固定量の評価 
計画論の柱として、

評価は、重要な
京都議定書が作

成を義務付ける温室効果ガスインベントリ
において、吸収源の一つに位置付
る都市の緑地は 0.05ha 以上
り、それ以下の緑地および、
敷地の小規模な緑地は対象外
による二酸化炭素吸収量についての
不足しているのが現状である

そこで、リモートセンシング
市域の緑地を広域的に把握し
CO2の固定量の評価するため
の高解像度の ALOS の AVNIR
得された冬季と夏季の 2時期
から近赤外域までの 4 バンドを
奈川県横浜市全域を対象として
出し、CO2の固定量の評価を
その結果、CO2の吸収量において
利用の吸収量（約 2.32 万 t/
地といった自然的土地利用の
万 t/年）の約 78％であり、
吸収源であることが明らかになった

図４：緑被率分布（左）、CO2
 
（２）地方都市（東日本大震災被災地
①小流域でみる仙台市の緑地構造
 地方都市における小流域
境計画の展開のために、宮城県仙台市
とした地域環境分析、現行計画
その導入の可能性と課題を明
 研究の手法としては、都市計画
流域区分として小流域を設定
域を抽出した。環境資源の分布状況
単位で把握するために、植生自然度
による類型化を行い、7 類型
最上流部の源流域（類型 1）、
型 2-4）、中流部の市街地型
下流部の市街地型（類型 7）
 これを踏まえて、現行の緑地保全施策
ね合わせ、施策の有効性、
市民活動との連動などの評価
結果、現行施策の空白地域などが
り、施策評価の基礎的資料を
できた。地方都市の特色は、
限られていることにあり、区域区分
施策展開が必須である。本研究
然環境保全、森林保全、農地
をつなぐ計画原単位として、
ングの有効性が示された。 

ガスインベントリ
位置付けられてい

以上の緑地のみであ
、住宅の庭や工場

対象外であり、それら
についての研究は

である。 
リモートセンシングを活用し、都

し、緑地の有する
するため、直下解像度 10m

AVNIR-2 センサーで取
時期の画像の可視域

バンドを利用して、神
として、緑被率を算
を行った（図４）。

において、都市的土地
t/年）が森林や草
の吸収量（約 2.99
、都市域が重要の

らかになった。 

 

CO2 吸収量分布（右） 

東日本大震災被災地） 
緑地構造と評価 

小流域に基づく都市環
宮城県仙台市を事例

現行計画の分析を通じ、
明らかにした。 

都市計画スケールの
設定し313個の小流
分布状況を小流域

植生自然度と農地率
類型の抽出を行った。

）、里山地域（類
市街地型（類型 5-6）、中

）である（図５）。 
緑地保全施策を重

、空白地帯の抽出、
評価を行った。この
などが明らかとな
を提示することが
、都市計画区域が
区域区分を超えた

本研究によって、自
農地、都市環境形成

、流域圏プランニ
 



 

 

図４：仙台市の小流域の環境資源

  
②東日本大震災による津波被災地
自然立地的土地利用と復興計画
発 

人口減少時代における自然共生都市
山村地域と都市の連携による
の開発が必要である。2011 年に
本大震災は、すでに疲弊しつつあった
域の荒廃に拍車をかけつつある
東日本大震災の津波被災地のうち
南地域を対象に、自然と共生してきた
造の解析を行い、これを踏まえてレジリアン
スの高い復興計画の方法論の

調査対象地における歴史的地域形成
落区分が基本的に小流域を単位
されているため、小流域区分を
として設定した（図５）。これにもとづき
森林率、農地率、ため池の分布
分布、集落の立地などを重ね合
行い、9 類型の抽出を行い、当該地域
里海の連携の中で形成されてきたことを
らかにした。 

図５ 仙南地域の小流域

次に、津波により被災した沖積平野
を行い、自然立地単位図（図６
った。これを踏まえて、残存した
地、屋敷林（居久根）の詳細な

 
環境資源による類型 

津波被災地における
計画の手法の開

自然共生都市は、農
による新たな枠組み

に発生した東日
しつつあった農村地

をかけつつある。本研究では、
のうち、宮城県仙
してきた地域構

まえてレジリアン
の提示を行った。  

歴史的地域形成は、集
単位として形成
を分析の原単位

これにもとづき、
分布、農業用水の

合わせ、分析を
当該地域が、森

されてきたことを明

 

小流域の類型 

沖積平野の分析
６）の作成を行
した家屋、樹林
な現地調査を行

い、自然立地との相関分析を
下の点が明らかとなった。第一
は、歴史的に自然立地単位と
第二に、自然立地単位から導
地特性の相違及び農村の文化的景観
等）が、津波襲来時の全壊・
つの要因として機能していたことがわか
た。このため、現在、有効な
積平野におけるレジリアンスの
用計画策定に際して、一定の
提供することができた。 

図６：自然立地単位図（

 

（３）アジア・南洋諸島 
 アジア・南洋諸島を対象として
研究を行った。第一は、四川大地震
興と急激な都市の拡大に直面
江堰市を事例とした流域圏
化的景観に関する研究、第二
ン・マニラ首都圏における、
リスク、スラム分布などの自然的
弱性の分析を踏まえた流域
ットワーク研究、第三は、地球温暖化
を受けるミクロネシア島嶼
を対象とする流域圏を基礎
ケープ・プランニングに関
① 中国四川省都江堰市 
 中国四川省の都江堰市では
に築かれた古代水利工である
灌漑用水路が網の目状に整備
耕文明が展開されてきた。20
化の進展に伴い、2008 年に城郷計画法
され、震災復興計画の中で、
コンパクトシティの形成が
られた。特に、都市周辺部に
リーンベルト）が設けられ、
御、農村景観の保全が図られ
（図７）。 
 本研究では、流域圏分析に
域の古代水理工と林盤（複数
による維持されてきた森）に

を行った結果、以
第一に集落の立地
と強い相関がある、
導かれた微細な立

文化的景観（居久根
・半壊を分ける一

していたことがわかっ
な計画論のない沖

レジリアンスの高い土地利
の学術的な成果を
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として３つの事例
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流域エコロジカルネ
地球温暖化の影響

島嶼のパラオ共和国
基礎とするランドス
関する研究である。 

は、紀元前 256 年
である都江堰により、
整備され、豊かな農
20 世紀以降、都市
城郷計画法が施行
、エコロジカル・
が目標として掲げ
に田園風光帯（グ
、都市の拡大の制

られることとなった

に基づき、当該地
複数の農家の集合体

により形成されて



 

 

きた文化的景観の構造を明らかにし
府関係者、西南交通大学との協働作業
文化的景観保全と再生の計画論
った。現在、この伝統的農村景観
の進行、生活様式の変化により
つつあり、復興事業と連動した
宜を得た社会実装を伴う成果

図７：都江堰市の都市化
 
②フィリピン共和国・マニラ

マニラ首都圏では、近年都市化
み、都市環境の急速な悪化、貧困層
境の劣悪化、洪水などの被害に
脆弱性が社会的問題となっている

本研究では、これらの問題を
の基本的インフラストラクチャーの
柱が、流域圏を基盤とする緑地構造
の視点から、マニラ首都圏における
のデータベースの作成を行い
生態的な視点から把握し、さらに
の災害リスクやスラムなどの
と緑地構造の関連性を分析した
河川沿いの空間など洪水リスクの
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うことができた。 
総じて本研究は、地球環境問題および災害

リスクの軽減に向けた計画論として「自然共
生都市」に連なる都市環境計画の有効性を示
し、今後の展開の可能性を、学術研究のみな
らず社会的実装により提示したものである。 
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